
入  札  公  告 
 

次のとおり条件付一般競争入札を行うため、公立大学法人福島県立医科大学契約細則第

５条の規定に基づき公告する。 

 

令和３年２月２５日 

 

公立大学法人福島県立医科大学理事長 竹之下 誠一  

 

１ 入札に付する事項 

（１）件名及び数量 機械設備定期保全管理業務  一式 

（２）仕 様 等 入札説明書及び仕様書による 

（３）履 行 期 間 令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

（４）履 行 場 所 福島市光が丘１番地 

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

次に掲げる条件をすべて満たしている者であること。 

（１）公立大学法人福島県立医科大学契約細則第３条第１項の規定に該当しない者であるこ

と。 

（２）当該入札に係る契約を締結する能力を有しないもの又は破産者で復権を得ない者でな

いこと。 

（３）福島県庁舎等維持管理業務入札参加資格制限措置要綱第２条及び第７条の規定に基づ

く入札参加資格制限中の者でないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てをした

者若しくは申立てをなされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に

よる再生手続開始の申立てをした者若しくは申立てをなされた者でないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条

第１項各号に該当しない者であること。 

（６）県内に本店又は支店・営業所等を有していること。 

（７）福島県作成の令和2・3年度庁舎等維持管理業務入札参加有資格者名簿（『機械設備保

全管理業務』）に掲載されていること。 

（８）５００床以上の病院における当該業務に関する受託実績が過去１０年間に同一施設で

３年間以上あること。 

（９）延床面積５０，０００㎡以上の国、地方公共団体又は独立行政法人の施設における当

該設備に関する受託実績が過去１０年間に同一施設で３年間以上あること。 

（１０）第１種エネルギー管理指定工場の施設における当該設備に関する受託実績が過去１

０年間に同一施設で３年間以上あること。 

（１１）業務責任者は正社員であり、かつ一級管工事施工管理技士の資格を有する者とし、

かつ５００床以上の病院において当該業務に関し１年間以上の実務経験を有する者を

おくことができること。 

 



３ 入札参加手続等 

（１）入札に参加する者に必要な資格の確認 

入札に参加を希望する者は、所定の入札参加資格確認申請書（様式 1）に２に揚げる資

格を有することを証明する書類を添付して、令和３年３月１１日（木）午後５時までに次

に掲げる場所へ提出し、当該入札に参加する者に必要な資格の確認を受けること。 

   郵便番号 960-1295 福島県福島市光が丘１番地 

  公立大学法人福島県立医科大学 総務課 管財・施設係 電話 024-547-1017  

なお、郵送により提出する場合は、書留郵便により行うものとし、令和３年３月１１日

（木）午後５時まで必着とする。 

（２）仕様書等の閲覧期間及び閲覧場所 

  ア 閲覧期間 令和３年２月２５日（木）から令和３年３月１０日（水）まで（土曜日

及び日曜日を除く。）の午前８時３０分から午後５時まで 

  イ 閲覧場所 上記３（１）に掲げる場所に同じ 

（３）仕様書等に対する質問及び回答 

  ア 受 付 期 間 令和３年２月２５日（木）から令和３年３月４日（木）まで 

  イ 受 付 方 法 入札仕様書等に関する質問書（様式７）を上記３（１）に掲げる場所

へ提出すること。 

  ウ 回答予定日 令和３年３月８日（月） 

（４）その他 現場説明会は行わない。 

４ 開札の日時及び場所等 

（１）日時  令和３年３月２３日（火）午後１時１５分 

（２）場所  公立大学法人福島県立医科大学 １号館１階 第１カンファランスルーム 

（３）その他 入札は、入札書（様式 4）を直接持参することとし、郵送その他の方法

による入札は認めない。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

    入札説明書による。 

６ 入札の無効 

 上記２の入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札説明書において

示す入札に関する条件等に違反した入札は、無効とする。 

７ 入札の効力 

  本件入札は、その契約に係る予算が可決され、令和３年４月１日以降で予算の執行が可

能となったときに、入札の効力が生じる 

８ その他 

（１）契約書作成の要否  要 

（２）落札の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の 10に相当す

る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額

を入札書に記載すること。 

（３）その他詳細は、入札説明書による。 


